
様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

京都市左京区賀茂今井町１０－４
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行政書士による代理申請の場合のみ記名・押印が必要。 

再審査を受審する直近の経営事項審査申請書（副本）と同じ内容を記入してください。 
※許可年月日、商号又は名称、代表者、主たる営業所の所在地等に変更が生じている 
  場合は、現在の状況を記入してください。 



審査対象

1.基準決算
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経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。次に記載すること。
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「技術職員名簿」（別紙二）に記載された
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連絡先の欄には、この申請用紙又は添付資料を作成した方、その他、申請の内容に
関する質問等に応答できる方の所属・氏名・電話番号を記入してください。 
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今回の制度改正に伴い 
・業種コード、有資格区分コードを変更、追加する 
・新たに技術職員を追加する 
箇所以外は、再審査を受審する直近の経営事項審査申請書（副本）と同じ内容を記入してください。 
※今回の制度改正以外を理由とする修正は認められません。 


